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　　　　　　　　　経営健全化審査意見書の提出について

     　　地方公営企業法第３０条第２項及び地方公共団体の財政の健全化に関す

　　 　る法律第２２条第１項の規定により、審査に付された平成２８年度小松島

       市水道事業会計の決算を審査したので、その結果について次のとおり意見

       を付して提出します。
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平成２９年８月２９日

　　小松島市長　濱　田　保　徳　 様

　　　　　　　　　平成２８年度小松島市水道事業会計決算及び

　　　　　　小松島市監査委員　 井　関　 勝　令
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４　財政の状況について

　２．すう勢比及び構成比等は、原則として各表内計数により計算している。
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　１．計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整を

６　むすび

　　していないため、合計等と一致しない場合がある。
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１　業務の状況について

    審査資料



　　　　　　

　           決算書及び附属書類は、法令に従って作成され、その計数は、関係諸帳簿と正確

           に符合していた。また、財務諸表は、経営状況及び財政状況を適正に記録されてい

　           なお、意見については、この報告書の関係項目において適宜記述したので、参考

           ると認められた。

           にされたい。

　　１ 審査の対象

　　　　　   平成２８年度　小松島市水道事業会計決算

　　３ 審査の手続

　　２ 審査の期間

　　　　 　　平成２９年 ６月２８日、６月２９日　　　

           　なお、重要な項目については、過去数年間の推移、類似都市との比較を行った。

    ４ 審査の結果及び意見

決 算 審 査 意 見 書

　           決算審査に当たっては、決算書及び決算附属書類が関係法令に従って作成されて

           いるか、また、これらの書類の計数が元帳その他の関係諸帳簿と符合しているか、

           を行った。

           さらに経営及び財政が適正に運営され、かつ正確に記録されているかについて審査

－４－



１　業務の状況について

、本年度をもって完了となった。

千円（２．３％）増、一方、受託工事収益では、引き込み件数の減少に伴い２４４千円（１．３

　営業外費用についても、企業債借入の抑制に伴い支払利息が３,４６６千円（５．２％）減、

退職給与金償却も８,８６８千円（２６．９％）減となり、前年度と比較して１２，３４４千円

ｍ布設し、配水管の年度末総延長は２５９，２９５ｍとなっている。なお、石綿管の更新事業は

  平成２８年度小松島市水道事業における配水施設については、補助事業で老朽管更新事業を、単

単独事業として石綿管更新事業及びその他配水管更新事業などを実施し、口径５０㎜から３００

㎜の配水管の約３，８７４ｍを耐震管に更新した。また、新設管工事として口径５０㎜のＨＰＰ

Ｅ管等を約１５０ｍ、口径７５㎜のＨＰＰＥ管を約１４６ｍ、口径１００㎜のＧＸ管を約２０１

  業務量を前年度と比較すると、年間総配水量は１６，１４０㎥（０．２％）増加し、年間有収

％となっている。

  収益的収支のうち、営業収益では、給水収益が団体用途の水道使用の増加により１３，５８２

％）減であった。営業外収益は、預金利息の減少により４１６千円（１．０％）減となった。総

収入は前年度と比較して３，１１４千円（０．５％）増の６７０，４１９千円であった。

より３，０９５千円（４．０％）減、また、職員の配置換えにより人件費の増減が生じたため配

水量も、８５，５１７㎥（１．６％）増加したため、有収水量率は１．１％増加し、８３．３９

円となった。  

（１２．４％）減の８７，０４３千円であった。総支出は前年度と比較して２６，２７０千円（

  営業費用については、受託工事費が２，００２千円(１０．０％)増、資産減耗費が１，９４０

千円（８９．７％）増となっているが、原水及び浄水費は、動力費、施設設備の修繕費の減少に

水及び給水費が７，５８７千円（８．６％）減、総係費が１２，８９０千円（１２．２％）減と

  本年度の水道事業会計決算は、収入総額６７０，４１９千円に対し、支出総額６１３，６００千

４．１％）減の６１３，６００千円となっている。

なり、営業費用総額は、前年度と比較して１３，９５１千円（２．６％）減の５２６，５１８千

千円となり、５６，８１９千円（前年度２７，４３４千円）の純利益となっている。

　資本的収支のうち、収入は国庫補助金３１，６４２千円、企業債１００,０００千円、負担金

　以上のような状況で経過した平成２８年度水道事業の主な業務項目について、過去３ヵ年を対比

すると、次表「水道業務実績比較表」のとおりである。

円、企業債償還金は１７９，７０９千円であった。企業債残高は、今年度新たに借り入れたもの

の、過去に借り入れた企業債の償還額が上回ったことから、前年度と比較して７９,７０９千円

(２．５％)減となった。

前年度と比較して２２６千円(１．７％)増加している。歳出は、建設改良費が４２２，４４６千

１３，２１３千円、加入金１３,０２４千円であり、加入金は、大口径の加入件数の増加により

－５－



項　目 単位 ２６年度
すう
勢比

２７年度
すう
勢比

２８年度
すう
勢比

総 人 口 人 38,745 100.0 38,456 99.3 37,884 97.8

給水区域内
人 口

人 38,713 100.0 38,409 99.2 37,840 97.7

給 水 人 口 人 37,907 100.0 37,614 99.2 37,054 97.7

普 及 率 ％ 97.9 100.0 97.9 100.0 97.9 100.0

給水世帯数 戸 16,700 100.0 16,793 100.6 16,767 100.4

配 水 量 m3 6,751,280 100.0 6,485,305 96.1 6,501,445 96.3

一 日 平 均
配 水 量 m3 18,496 100.0 17,719 95.8 17,812 96.3

有 収 水 量 m3 5,367,990 100.0 5,336,135 99.4 5,421,652 101.0

一 日 平 均
給 水 量 m3 14,707 100.0 14,580 99.1 14,854 101.0

有収水量率 ％ 79.5 100.0 82.3 103.5 83.4 104.9

配水管延長 m 257,273 100.0 258,846 100.6 259,295 100.8

職 員 数 人 16 100.0 20 125.0 19 118.8

給 水 m3

当たり収益
円 121.57 100.0 125.05 102.9 123.66 101.7

給 水 m3

当たり費用
円 139.99 100.0 119.91 85.7 113.18 80.8

単年度収支 千円 △ 98,884 100.0 27,434 － 56,819 －

水道業務実績比較表

備　　考

各年度３月３１日現在

　　給水人口
給水区域内人口

年間総配水量

年間総配水量
暦   日   数

一 人 一 日
平均給水量 ℓ 388 100.0 388 100.0 401 103.4

一日平均有収水量×1,000
(年間有収水量÷歴日数)

総 収 益
有収水量

総 費 用
有収水量

前年度累積収支 1,248,724
  当年度純利益  　56,819
　積立金取崩額         0

　現在給水人口

年間総有収水量

有収水量
暦 日 数

年間総有収水量×100
年間総配水量

各年度末現在

各年度末現在

1,305,543 166.6

当年度累積収支 1,305,543

累 積 収 支 千円 783,694 100.0 1,248,724 159.3
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（単位：円・％）

　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B） 執行率(B/A)

営 業 収 益 657,183,000 677,319,005 △ 20,136,005 103.1

営業外収益 43,380,000 43,205,051 174,949 99.6

特 別 利 益 5,000 2,397 2,603 47.9

計 700,568,000 720,526,453 △ 19,958,453 102.8

営 業 費 用 585,437,120 538,007,212 47,429,908 91.9

営業外費用 106,143,000 101,758,977 4,384,023 95.9

特 別 損 失 100,000 41,809 58,191 41.8

予 備 費 100,000 0 100,000 0.0

計 691,780,120 639,807,998 51,972,122 92.5

8,787,880 80,718,455 △ 71,930,575 -

　収益的収入総額は、予算額７００，５６８千円に対し、決算額は７２０，５２６千円（執

行率１０２．８％）（うち仮受消費税等５０，１０６千円）であり、収益的支出は、予算額

６９１，７８０千円に対し、決算額６３９，８０７千円（執行率９２．５％）（うち仮払消

費税等１１，４９２千円）となっている。

　次に、各項目（税抜き）について前年度と比較すると、営業収益は６２７，２４６千円（

前年比１０２．２％）であり、１３，２９１千円の増収となっている。営業外収益について

は４３，１７１千円（前年比９９．０％）で４１６千円の減収、特別利益についても９，７

６０千円の減収となっているが、これら収入全体は６７０, ４１９千円となり、３，１１４

別損失については３８千円（前年比３０１．２％）で２５千円の増であり、これら費用全体

区　　分

収
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

千円の増収となっている。

で６１３, ６００千円で２６, ２７０千円減であった。これらにより、本年度は５６，８１

９千円（前年比２０７．１％）の当年度純利益を計上している。

２　予算の執行状況について

 （１） 収益的収入及び支出について（税込収支）

　 　平成２８年度における収益的収支並びに資本的収支の予算と決算の対比は、次のとお

   りである。

　また、営業費用は５２６，５１８千円（前年比９７．４％）で、１３，９５１千円減、営

業外費用についても８７，０４３千円（前年比８７．６％）で、１２，３４４千円の減、特

－７－



　予算額(A） 　決算額(B） 　差引(A-B）
うち前年度
繰  越  額

執行率

企 業 債 100,000,000 100,000,000 0 0 0.0

負 担 金 5,740,000 13,213,791 △7,473,791 0 230.2

加 入 金 14,442,000 13,024,800 1,417,200 0 90.2

補 助 金 48,332,000 31,642,000 16,690,000 0 65.5

計 168,514,000 157,880,591 10,633,409 0 93.7

建設改良費 568,564,026 422,446,590 146,117,436 19,495,026 74.3

企業債償還金 179,710,000 179,709,681 319 0 100.0

計 748,274,026 602,156,271 146,117,755 19,495,026 80.5

△579,760,026 △444,275,680 △135,484,346 △19,495,026 －

 　
資

 　
資

（２） 資本的収入及び支出について（税込収支）
(単位：円・％）

区　　分

収
　
　
　
　
入

支
　
 
出

収 支 差 引

　資本的収入における負担金１３，２１３千円は国・市からの工事負担金及び消火栓設置負担

金であり、加入金１３，０２４千円は新設量水器取付加入金である。さらに、国庫補助金３１

　支出部門の建設改良費４２２，４４６千円の内訳は、建設改良費７９, ５８０千円、配水設　

備改良費３３７, １４２千円、営業設備費５, ７２４千円である。さらに、企業債償還金は１

７９，７０９千円となり、支出合計は６０２，１５６千円である。

，６４２千円と建設改良等企業債１００, ０００千円を加え、収入合計は１５７，８８０千円

である。

　したがって、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４４４，２７５千円は、消費税及び

地方消費税資本的収支調整額２２，８１７千円、損益勘定留保資金４２１，４５８千円で補て

んしている。

－８－



　        　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

（単位：円）

前年度末残高

3,231,780,949

　　ウ　流用禁止経費について

　　   　   予算第６条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

　　　経費の執行状況は、次のとおりいずれも適正に執行されている。

（単位：千円）

区　　　分

職員給与費

交　際　費

        

　　すなわち、事業総収益６７０，４１９千円（前年比１００．５％）に対し、事業総費

　用６１３，６００千円（前年比９５．９％）で、差引５６，８１９千円（前年比２０７

　. １％）の純利益があり、未処分利益剰余金に計上している。

　　エ　たな卸資産の購入限度額について

３　経営の状況について

　　当年度の経営状況は、別紙「審査資料１・比較損益計算書」に記載のとおり、５６，

　８１９千円の純利益を上げている。

　　　　予算第９条で定められた、たな卸資産の購入状況は、予算額（限度額）

113,973,000  100,527,635  13,445,365  

0  0  0  

　　　２２，２５２千円に対し支出額１４, ５９８千円で、限度内の執行であった。

予　算　額 決　算　額 残　　　額

　　　　予算第７条に定められた議会の議決を経なければ流用することができない。

100,000,000   179,709,681 3,152,071,268

　　イ　一時借入金について

　　　　本年度も前年度に引き続き借り入れを行っていない。

 （３） その他の予算執行について

　　　　当事業の企業債の状況は次のとおりである。

本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

　　ア　企業債について

－９－



区分

年度　

24 635,564 100.0 629,689 100.0  5,865 100.0 

25 642,315 101.1 628,798 99.9  13,516 230.4 

26 652,559 102.7 609,161 96.7  43,385 739.6 

27 667,305 105.0 613,954 97.5  43,588 743.1 

28 670,419 105.5 627,246 99.6  43,171 736.0 

区分

年度　

24 608,234 100.0 498,613 100.0 107,975 100.0 

25 569,741 93.7 461,329 92.5 105,955 98.1 

26 751,443 123.5 502,049 100.7 107,968 100.0 

27 639,870 105.2 540,470 108.4 99,387 92.0 

28 613,600 100.9 526,518 105.6 87,043 80.6 

　事業総費用は、前年度と比較すると４．１％（２６，２７０千円）減少しており、主な増減

なっている。

は、委託料、材料費、減価償却費などが増加し、職員給与費、動力費、支払利息などが減少と

　なお、過去５年間の事業収益と事業費用を年度別に比較し、その推移を見ると次のとおりで

ある。

うち営業費用 うち営業外費用

す　う
勢　比

  当年度の事業総収益は、前年度と比較すると０．５％（３，１１４千円）の増収となってお

うち営業収益 うち営業外収益

（単位：千円，％）

す　う
勢　比

す　う
勢　比

事業総収益
す　う
勢　比

水道事業収益年度別比較表

水道事業費用年度別比較表

す　う
勢　比

（単位：千円，％）

す　う
勢　比

事業総費用

り、主な増収の要素としては、団体用途の水道利用件数が増加したことによる給水収益の増収

によるものである。

－１０－



年度

区分
すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

一 般 給 水 収 益 100.0 94.7 99.5 88.7 101.7 90.3

船 舶 給 水 収 益 100.0 0.2 94.4 0.2 127.5 0.3

受 託 工 事 収 益 100.0 1.7 168.3 2.9 166.2 2.8

手 数 料 100.0 0.1 125.2 0.1 128.7 0.1

材 料 売 却 収 益 100.0 0.0 113.2 0.1 82.3 0.0

雑 収 益 100.0 0.0 46.4 0.0 94.9 0.0

小　　計 100.0 93.3 100.8 92.0 103.0 93.6

預 金 利 息 100.0 0.3 84.5 0.2 9.2 0.0

不用品売却収益 100.0 0.0 - - 81.6 0.0

そ の 他 雑 収 益 100.0 0.1 98.9 0.1 78.8 0.1

他会計貸付金利息 100.0 0.3 - - - -

他 会 計 補 助 金 100.0 0.1 129.2 0.1 146.4 0.2

長期前受金戻入 100.0 5.9 105.1 6.0 107.4 6.1

特 別 利 益 100.0 0.0 74411.2 1.5 16.9 0.0

小　　計 100.0 6.7 122.9 8.0 99.5 6.4

合　　計 100.0 100.0 102.3 100.0 102.7 100.0

の水道使用の増加により１３，０７３千円（前年比１０２．２％）の増収、船舶給水収益に

ついても５０８千円（前年比１３５．１％）の増収となっている。一方受託工事収益では、

引き込み件数の減少に伴い２４４千円（前年比９８．７％）の減収、預金利息についても１，

２７１千円（前年比１０．８％）の減収となっている。

768 992 1,124

1,690 0 0

２８　年　度

金　額 金　額 金　額

　当年度収益を項目別に見ると、総収入の９０．３％を占める一般給水収益は、団体用途の

38,348

13

43,398

652,559

53,350

595,164

1,533

11,382

710

２６　年　度 ２７　年　度

592,078

1,447

19,156

889

32

858

315

54

609,161

1,687

357

25

613,954

1,425

18,911

914

1,955

0

848

43,173

670,419

26

675

667,305

40,321

9,762

（単位：千円，％）
（１） 項目別、年度別収益比較表

41,190

2

260

52

627,246

154

605,152

－１１－



（単位：千円・％）
年度

区分

１ヶ月２０ｍ3

市別 金　額
使用した場合

２０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

６３７円 ３０ｍ3まで ２，３２９円
改定
（税込料金）

３１ｍ3以上

１０ｍ3まで
平成２６年度４月１日

１１ｍ3～２０ｍ3まで
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

２５０円 ２１ｍ3～３０ｍ3まで ２,１０６円
捨　（税抜料金）

３１ｍ3～５０ｍ3まで

５１ｍ3以上

１０ｍ3超２０ｍ3まで
平成２６年４月１日

８８０円 ２０ｍ3超３０ｍ3まで １,９２２円
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切

３０ｍ3超
捨　（税抜料金）

８ｍ3超～５５ｍ3まで

５５ｍ3超

　（注）上表は、当初の基本料金及び超過料金であり、使用料等により料金の判定が異なっている。

小松島市 ８ｍ3まで ６００円
１０５円

２,００８円

平成１９年10月１日
改定、消費税相当額
８％を加算し端数切
捨　（税抜料金）

１２０円

１６０円

９０円

阿 南 市 １０ｍ3まで １２０円

１６０円

口径別 １００円

鳴 門 市  １３ｍｍ～ １３０円

 ２５ｍｍ １５０円

１４１円

徳 島 市 ８ｍ3まで １７５円

２２０円

７０円

　支　　出（Ｂ）

　（２） 四市水道料金の比較

　　　   県内四市の現行水道料金は次のとおりである。

料金 料　　金　　基　　準
備　　考

水　量 超　過　料　金　（１ｍ３につき）

２７　年　度 ２８　年　度

　利益率（Ａ/Ｂ） 84.7 95.3 85.5 

　収　　入（Ａ） 11,382 19,156 18,911 

　以上のとおりであるが、このうち受託工事については収入支出とも独立した科目を設け、

その収支が明らかになるよう予算編成されている。ついては、過去３ヵ年の収支を比較し、

利益率を算定すると次のようになっている。

　以上のように、すべての年度において支出が上回っており、利益率を上げるためにも、なお

一層の経費節減に努めていただきたい。

13,433 20,105 22,107 

受託工事収益調

２６　年　度

－１２－



　（単位：千円，％）

すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比
すう
勢比

構成比

100.0 11.2 151.7 20.0 119.5 16.4

100.0 0.2 178.1 0.4 114.7 0.2

100.0 9.1 102.1 10.9 114.1 12.7

100.0 1.8 22.7 0.4 11.0 0.2

100.0 1.0 111.6 1.3 131.8 1.6

100.0 5.7 94.3 6.4 88.8 6.3

100.0 0.2 99.3 0.2 93.8 0.2

100.0 31.8 103.2 38.5 105.7 41.1

100.0 9.3 95.2 10.4 90.3 10.3

100.0 29.7 33.0 11.5 30.3 11.0

100.0 100.0 85.2 100.0 81.7 100.0

金 額 金 額

２８　年　度

100,527

２６　年　度 ２７　年　度

金 額

84,136 127,670

（３） 項目別、年度別費用比較表

13,771

7,501

43,171

1,379

1,277

3,132

8,369

年度

区分

1,465

68,172

2,274

69,611 77,775

223,576

40,708

1,370

246,415

66,452

67,669

238,670

38,314

1,294

252,166

62,986

1,517

9,883

69,785

委 託 料

修 繕 費

材 料 費

動 力 費

職員給与費

備 消 品 費

合 計

薬 品 費

減価償却費

支 払 利 息

そ の 他

613,600

73,866

639,870751,443

４％（１, ６１５千円減）、動力費９４．１％（２，３９３千円減）、薬品費９４．４％（７

６千円減）、支払利息９４．８％（３，４６６千円減）、その他９１．６％（６，１９７千円

減）となっている。

　次に、過去４カ年間の支払利息の推移について、支払額、対営業収益比等について検討する

ことにする。　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 

　当事業の費用について、項目別に分類すると上表のとおりであり、構成比で１６．４％を占

める人件費は、職員数の減により前年比７８．７％で２７，１４２千円の減少となっている。

　また、人件費以外を前年と比較すると、増加しているものは委託料１１１．７％（８, １６

４千円増）、材料費１１８．１％（１，５１３千円増）、減価償却費１０２．３％（５, ７５

１千円増）であり、減少しているものは備消品費６４．４％（８０９千円減）、修繕費４８．

－１３－



（４） 給水戸数、給水人口並びに普及率

16,445 16,686 16,793 16,767 

39,970 38,377 37,614 37,054 

17,076 17,059 17,162 17,143 

40,815 39,219 38,456 37,884 

40,786 39,185 38,409 37,840 

97.9 97.9 97.9 97.9 

　　 　平成２８年度末における給水戸数は１６，７９３戸で､前年度より９３戸増加、給水人

　 　口は３７，６１４人で、２９３人減少している。

　 　　また、本市の水道普及率は９７.９％で、平成２６年度の全国平均９７.８％より０.１

   　％高くなっている。

している。

　なお、今年度も一時借入金の借り入れは行っていない。

　平成２８年度末における給水戸数は１６，７６７戸で、前年度より２６戸減少、給

水人口は３７，０５４人で、５６０人減少している。

　また、本市の水道普及率は９７．９％で、平成２７年度の全国平均９７．９％と同

じとなっている。

普 及 率　（％） 97.9 
給水人口

給水区域内人口

総世帯数  (世帯) 17,092 　住民登録世帯数

総 人 口　（人） 38,745 

区分

給水戸数　（戸） 16,700 

給水人口　（人） 37,907 

　（平成２９年３月３１日現在）
年度

24 25 26 27 28 備　　考

営業収益に対する支払利息の比率 11.6% 11.5% 10.8% 10.0%

　平成２８年度の支払利息は営業収益の１０．０％であり、前年度よりも０.８％下降

0 0 0 0 

計 72,814 69,785 66,452 62,986 

２７年度 ２８年度
区分

支
払
利
息

企 業 債 利 息 72,814 69,785 66,452 62,986 

一 時 借 入 金 利 息

給水区域内人口（人） 38,713 

過去４年間の支払利息対営業収益比率推移表

 （単位：千円）
年度

２５年度 ２６年度
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（単位：ｍ3）

6,675,970 6,880,810 6,751,280 6,485,305 6,501,445

有 収 水 量 5,523,319 5,491,577 5,367,990 5,336,135 5,421,652

無 収 水 量 105,739 111,062 109,119 104,364 105,771

1,046,912 1,278,171 1,274,171 1,044,806 974,022

82.7% 79.8% 79.5% 82.3% 83.4%

1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6%

15.7% 18.6% 18.9% 16.1% 15.0%

　     

     
     
     
    　 

（単位：％）

95.3 94.9 94.7 93.9 95.9

86.7 85.9 86.2 84.1 81.7

80.5 80.7 80.6 80.1 80.6

82.7 79.8 79.5 82.3 83.4

　     

     

     

     

徳　　島　　市

鳴　　門　　市

阿　　南　　市

小　松　島　市

有収水量率は、水道事業において、その効率を示す重要かつ基本的な指標であり、本市は

第２位となっている。なお、この有収水量率の算出は、配水量が基礎となっているが、本市

は送水量測定器と配水量測定器の指示数値を平均して配水量としている。今後も、配水測定

の管理を十分に行い、有収水量率の向上と正確な把握になお一層努力されたい。

無 収 水 量 率

無 効 水 量 率

平成２８年度の年間総配水量は６，５０１，４４５㎥（前年比１００．２％）であり、こ

のうち、有収水量は５，４２１，６５２㎥となっているため、有収水量率は８３．４％とな

り、前年度より１．１％上昇した。また、有収水量率の全国平均９０．０％（平成２７年

度）と比較すると６．６％低くなっている。

　次に、県内四市の有収水量率を見ると下表のとおりである。

年度
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

区分

２８年度
区分

配　  水  　量

有
効
水
量

無  効  水  量

２７年度

有 収 水 量 率

（５） 年間配水量と有収水量

年度
２４年度 ２５年度 ２６年度
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金額（円）

（電力料金）

2,772,494 2.408 0.415 34,169,350 100.0

2,890,232 2.381 0.420 40,679,660 119.1

2,826,606 2.388 0.419 43,171,134 126.3

2,703,110 2.399 0.417 40,708,244 119.1

2,636,269 2.466 0.405 38,314,548 112.1

    　

　　

（６） 過去５年間の１㎥当たりの給水収益及び給水費用比較表

円 115.07 116.96 121.57 125.05 123.66 

円 110.12 103.75 139.99 119.91 113.18 

千円 635,564 642,315 652,559 667,305 670,419 

千円 608,234 569,741 751,443 639,870 613,600 

ｍ3 5,523,319 5,491,577 5,367,990 5,336,135 5,421,652 

円 4.95 13.22 △ 18.42 5.14 10.48 

総 収 益 総 費 用

有 収 水 量 有 収 水 量

　    

    

   

1ｍ3当りの純益

（注）給水収益及び給水費用は、下記の所定方式によって算出したものである。　

給水収益（Ａ）＝ 給水費用（Ｂ）＝

平成２８年度における１㎥当たりの給水収益は､１２３円６６銭であり、給水費用は１１

３円１８銭となり、差額１０円４８銭が１㎥当たりの利益である。この１㎥当りの利益に有

収水量５，４２１，６５２㎥を乗じると本年度の総利益５６，８１９千円となる。

 給水収益（Ａ）

 給水費用（Ｂ）

算
出
基
礎
計
数

総 収 益

総 費 用

　有収水量　

消費電力量の前年比は、９７．５％で６６，８４１ｋＷｈ減少しており、電力料金につい

ては、前年比９４．１％で２，３９３，６９６円減少している。

年度
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

区分

26 6,751,280 

27 6,485,305 

28 6,501,445 

す　　う
勢　　比年度

24 6,675,970 

25 6,880,810 

配水量と消費電力及び料金

区分 配水量
（ｍ3/年）
（Ａ）

電力量
（kWh/年）

（Ｂ）

1KWh当たり
配水量（ｍ3）
（Ａ/Ｂ）

配水量１ｍ3当
たり消費電力

（kWh）
（Ｂ/Ａ）
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区分 市別 徳島市 鳴門市 阿南市

年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２８年度 ２８年度 ２８年度

 項目 人員 12 16 13 123 16 11

447,333 333,508 417,050 268,796 532,218 850,712 

3,159 2,351 2,850 1,921 3,682 6,385 

50,763 38,372 48,249 36,711 64,075 110,512 

（７） 職員数と業務量について

　　  　過去３ヵ年間の当事業職員一人当たりの業務量は、次表のとおりであり、県内四市の

職員１人当りの業務量

 給水人口（人）

 営業収益（千円）

小　松　島　市

 給 水 量（ｍ3）

　　  職員一人当たりの業務量を比較すると、給水量、給水人口及び営業収益すべてで第３位

　　  となっている。なお、人員数は資本的支出に係る人員を除いた数とした。
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水道事業の経営改善の資料として、日本水道協会が発表している「水道統計要覧」

に本市の実績を併記すると、次のとおりである。

（単位：％）

区分

項目 小松島市 全国平均 小松島市 全国平均

20.0 9.9 16.4

10.4 7.1 10.3

38.5 38.0 41.1

6.4 4.7 6.3

0.4 4.2 0.2

1.3 － 1.6

0.2 0.5 0.2

22.8 35.6 23.9

100.0 100.0 100.0

以上のように費用の構成比を全国平均（２７年度）と比較すると、本市の比率が

高いものは、人件費（１０．１％増）、支払利息（３．３％増）、減価償却費（０

．５％増）、動力費（１．７％増）であり、低いものは、修繕費（３．８％減）、

薬品費（０．３％減）となっている。　

材 料 費

薬 品 費

そ の 他

計

（注）平成２８年度全国平均の調べは資料未着につき空欄とした。

支 払 利 息

減 価 償 却 費

動 力 費

修 繕 費

水 道 事 業 費 用 構 成 調

平成２７年度 平成２８年度

人 件 費
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 （１） キャッシュ・フローの状況

　一事業年度における現金の流れを「業務活動」「投資活動」「財務活動」の３つの区分に表

示するものである。業務活動によるキャッシュ・フローは、営業収入、仕入支出等投資活動及

び財務活動以外の通常の事業活動に係る取引、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資

産の取得及び売却等、財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の調達及び返済に係る資金

の状態を表している。

　キャッシュ・フロー計算書は、別紙審査資料３のとおりである。　

　当年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３５４, ０６８千円、投資活動によるキャッ

シュ・フローは△３３３, ８１１千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△７９, ７０９

千円となっている。以上の３区分から、当年度の資金は５９，４５２千円減少し、資金期末残

高は３４２, １５８千円となっている。

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

すう
勢比

構成
比

100.0 88.5 102.6 92.3 105.0 94.2

100.0 － 0.0 － 0.0 －

100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

100.0 10.4 67.1 7.1 52.1 5.5

100.0 1.1 57.0 0.6 25.6 0.3

100.0 100.0 98.4 100.0 98.6 100.0

　(注）固定資産額は減価償却後の額である。

　過去３ヵ年の資産の状況は上記のように推移しており前年度比は、資産総額では１００．２

％（１４，５２５千円増）となっており、各資産について見ると、有形固定資産１０２．３％

（１４９，８７１千円増）、流動資産７７．８％（１１１，２９０千円減）、繰延資産４４．

８％（２４，０５５千円減）であった。

繰延資産 76,541 43,617 19,561

合　計 7,200,429 7,087,461 7,101,987

投資
その他の資産 123 123 123

流動資産 746,751 500,721 389,430

有形固定資産 6,377,012 6,542,999 6,692,871

無形固定資産 0 0 0

４ 財政の状況について

　当年度の財政状況は､別紙審査資料２の比較貸借対照表のとおりである。

 （２） 資産について
（単位：千円）

区　分 ２６年度 ２７年度 ２８年度
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　　以下、資産の明細について表示するとＡ,Ｂ表のとおりである。

　流動資産の前年比は、現金預金８５．２％（５９，４５２千円減）、未収金３６．０％（５１，

２４８千円減）、貸倒引当金は１１６．９％（１，６４７千円減）、貯蔵品１０３．７％（１，０

５８千円増）となり、総額では７７．８％（１１１，２９０千円減）となっている。

　なお、未収金の主なものは給水収益である。

計 746,751 100.0 100.0 500,721 67.1

0 － 0.0

100.0 389,430 52.1 100.0

29,761 104.8 7.6

0.0前 払 金 2,760 100.0 0.4 0 －

△11,378 － △ 2.9

貯 蔵 品 28,410 100.0 3.8 28,703 101.0 5.7

28,889 58.3 7.4

貸 倒 引 当 金 △ 5,672 100.0 △ 0.8 △9,730 － △ 1.9

342,158 50.9 87.9

未 収 金 49,525 100.0 6.6 80,137 161.8 16.0

671,728 100.0 90.0 401,610 59.8 80.2

２７年度 ２８年度

構成比 金  額
すう
勢比

構成比区分 金  額
すう
勢比

構成比 金  額
すう
勢比

現 金 預 金

5,786,709,586

298,950,430

6,752,648

Ｂ　流動資産明細書
（ 単位：千円・％ ）

年度 ２６年度

145,920,244

439,353,429

0

0

0 145,920,244

373,578,529

0

0

945,943,801

371,699,575

合　　計

28,664,986

36,318,644

67,374,364

29,559,187

0

土　　地

建　　物

　有形固定資産のうち、本年度増加の主なものは、構築物は市内全域の配水管及び消火栓等であり

車輌運搬具

工具器具備品

建設仮勘定

構 築 物

機械及び装置

9,664,942,186

（単位：円）

期首総在高資産の種類 増　加　額 減　少　額

Ａ　有形固定資産明細書

減価償却累計額 年度末償却未済高

、機械及び装置では、水位計及び送水ポンプ並びに水道メーターである。

11,328,517,654 422,508,057 44,538,710 5,013,615,446 6,692,871,555

20,135,542

6,082,710

16,407,598

670,469,848

4,229,796,633

65,774,900

0

21,249,295

0

1,912,860 8,744,057

72,216,0610

25,661,727

21,912,338

－２０－



区分

自己資本金 1,262,663 

（単位：千円,％）

すう
勢比

1,262,663 

２６ 年 度年度

1,262,663 

すう
勢比

金　額

100.0 

4,530,632

（３） 資本金について

100.0 

  当年度の負債総額の前年比は９９．１％（４２，２９４千円減）となっており、項目別では、企

業債が９７．０％（９１，４２９千円減）、引当金が８５．８％（１, ７６２千円減）預り金が５

４．５％（２，４０８千円減）となっている。

２８ 年 度２７ 年 度

100.0 

金　額
すう
勢比

金　額

107.1 △ 649,109 114.1

計 4,712,329 100.0 4,571,927 97.0

△ 568,777

96.1

長 期 前 受 金
収益化累計額

100.0 △ 608,888

1,843,456 107.5

80.1

繰
延
収
益

長 期 前 受 金 1,714,304 100.0 1,779,806 103.8

預 り 金 3,602 100.0 5,292 146.9 2,884

引 当 金 9,115 100.0 12,401 136.1 10,639 116.7

前 受 金 1,166 100.0 49 4.2 66 5.7

206.4未 払 金 26,448 100.0 26,535 100.3 54,577

109.3

企 業 債 3,231,780

191,429 116.4

流
動
負
債

企 業 債 164,486 100.0 179,709

固
定
負
債 修 繕 引 当 金 0 100.0 0 － 0 －

116,045 89.1退職給付引当金 130,202 100.0 124,948 96.0

100.0 3,052,071 94.4 2,960,641 91.6

すう
勢比

金  額
すう
勢比

金  額
すう
勢比

（２） 負債について

（ 単位：千円・％ ）

年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

区分 金  額

　過去３ヵ年間の資本金の推移は上表のとおりであり、自己資本金は前年比１００．０％で増減は

なかった。

－２１－



５　資金不足比率について

記

　　比　率　名 経営健全化基準

　　　　　　２０.０　（％）

　　等について意を用いて審査を実施した。

　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査

　　に付された平成２８年度公営企業会計の資金不足比率について審査を実施した。

　１ 審査の概要

　　　この審査に当たっては、法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りがないか、

　　法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか、財政指標

　　の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか、客観的事実の妥当性を

　　判断した上で財政指標の算定を行う場合において、公正な判断が行われているか

　２ 審査の結果

　　　審査に付された下記、平成２８年度における水道事業会計において算定された

　　資金不足比率は適正に計算されているものと認定する。

　①　資金不足比率 　　　　　　　－　　（％）

平成２８年度

－２２－



６　むすび

　状態を把握し、経営の安定化を図るためにも有収水量率の向上に努められたい。

　　今後発生が想定される南海トラフ巨大地震をはじめとした災害に備え、ライフライ

　額の費用が必要となる。本市水道事業の方向性を示す計画として、「小松島市新水道

　事業ビジョン」並びに、その実施計画となる「小松島市水道事業経営計画」が策定さ

　れている。今後、この計画に基づき、災害に強い強靭な水道システムの構築に向けた

　ものである。

　

  度未処分利益剰余金は、１，３０５，５４３千円となっているが、引き続き事務の効

    一方、資本的収支について、企業債、補助金、負担金、加入金を合わせた資本的収

  入総額は１５７，８８０千円となり、事業投資に要した建設改良費及び企業債償還金

  を合わせた資本的支出総額は６０２，１５６千円である。差引き４４４，２７５千円

  が不足することになり、不足分については消費税及び地方消費税資本的収支調整額２

  率化、経費削減を図り、給水収益の増収に努められたい。

  ２，８１７千円、損益勘定留保資金４２１，４５８千円で補てんしている。

　ンの整備は極めて重要な課題であるとともに、老朽化の進む施設の整備や更新には多

　耐震化事業の推進と、安全な水の安定供給及び健全な事業経営に努められるよう望む

　し、総費用は６１３, ６００千円で、差引き５６，８１９千円の純利益であった。当

　年度の純利益は、前年度と比較すると２９, ３８５千円増となっている。なお、当年

    平成２８年度における水道事業収支については、総収益が６７０, ４１９千円に対

    平成２８年度小松島市水道事業会計の決算については、各項目ごとに記述したとお

  りである。

    老朽管の更新及び石綿管更新事業等も計画的に進められ、年度末総延長は２５９，

  ２９５ｍとなり、石綿管の更新事業は、本年度をもって完了となった。業務量におい

  １７㎥増加しており、有収水量率は１．１％上昇している。今後も老朽化した管路の

　ては、前年度と比較すると、年間配水量が１６, １４０㎥、年間有収水量も８５, ５

－２３－



審査資料　１

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金 額(Ａ) 構成率 金 額(Ｂ) 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

営業費用 540,470,077 84.5 526,518,216 85.8 △13,951,861 97.4 営業収益 613,954,716 92.0 627,246,161 93.6 13,291,445 102.2 

　原水及び浄水費 76,892,917 12.0 73,797,870 12.0 △3,095,047 96.0 　給水収益 593,526,220 88.9 607,108,337 90.6 13,582,117 102.3 

　配水及び給水費 88,618,923 13.9 81,031,719 13.2 △7,587,204 91.4 　受託工事収益 19,156,063 2.9 18,911,587 2.8 △244,476 98.7 

　受託工事費 20,105,482 3.2 22,107,904 3.6 2,002,422 110.0 　その他の営業収益 1,272,433 0.2 1,226,237 0.2 △46,196 96.4 

　総係費 106,004,641 16.6 93,114,216 15.2 △12,890,425 87.8 営業外収益 43,588,113 6.5 43,171,614 6.4 △416,499 99.0 

　減価償却費 246,415,171 38.5 252,166,963 41.1 5,751,792 102.3 　預金利息 1,425,704 0.2 154,626 0.0 △1,271,078 10.8 

　資産減耗費 2,161,923 0.3 4,102,194 0.7 1,940,271 189.7 　他会計補助金 992,000 0.1 1,124,000 0.2 132,000 113.3 

　その他営業費用 271,020 0.0 197,350 0.0 △73,670 72.8 　長期前受金戻入 40,321,954 6.1 41,190,214 6.1 868,260 102.2 

営業外費用 99,387,929 15.5 87,043,190 14.2 △12,344,739 87.6 　雑収益 848,455 0.1 702,774 0.1 △145,681 82.8 

　支払利息 66,452,366 10.4 62,986,145 10.3 △3,466,221 94.8 特別利益 9,762,743 1.5 2,220 0.0 △9,760,523 0.0

　雑支出 11,400 0.0 1,513 0.0 △9,887 13.3 　過年度損益修正益 9,762,743 1.5 2,220 0.0 △9,760,523 0.0

　繰延資産償却 32,924,163 5.1 24,055,532 3.9 △8,868,631 73.1 

特別損失 12,855 0.0 38,715 0.0 25,860 301.2 

　過年度損益修正損 12,855 0.0 38,715 0.0 25,860 301.2 

総費用 639,870,861 100.0 613,600,121 100.0 △26,270,740 95.9 総収益 667,305,572 100.0 670,419,995 100.0 3,114,423 100.5 

当年度純利益 27,434,711 56,819,874 当年度純損失

合　計 667,305,572 670,419,995 合　計 667,305,572 670,419,995

平成２８年度
科　　目

平成２７年度 平成２８年度
科　　目

－
２
４
－

水　道　事　業　比　較　損　益　計　算　書　（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）
(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方

平成２７年度



審査資料　２

比較増減 増減率 比較増減 増減率

金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ 金　額（Ａ） 構成率 金　額（Ｂ） 構成率 Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ

有形固定資産 6,542,999,963 92.3 6,692,871,555 94.2 149,871,592 102.3 固定負債 3,177,020,015 44.8 3,076,687,219 43.3 △ 100,332,796 96.8 

　土地 145,920,244 2.1 145,920,244 2.0 0 100.0 　企業債 3,052,071,268 43.0 2,960,641,280 41.7 △ 91,429,988 97.0 

　建物 381,545,543 5.4 373,578,529 5.3 △ 7,967,014 97.9 　退職給付引当金 124,948,747 1.8 116,045,939 1.6 △ 8,902,808 92.9 

　構築物 5,617,272,148 79.3 5,786,709,586 81.5 169,437,438 103.0 流動負債 223,988,996 3.2 259,598,613 3.6 35,609,617 115.9 

　機械及び装置 309,481,293 4.4 298,950,430 4.2 △ 10,530,863 96.6 　企業債 179,709,681 2.5 191,429,988 2.7 11,720,307 106.5 

　車両運搬具 10,071,348 0.1 6,752,648 0.1 △ 3,318,700 67.0 　未払金 26,535,163 0.4 54,577,950 0.8 28,042,787 205.7 

　工事器具及び備品 11,335,023 0.1 8,744,057 0.1 △ 2,590,966 77.1 　前受金 49,852 0.0 66,966 0.0 17,114 134.3 

　建設仮勘定 67,374,364 0.9 72,216,061 1.0 4,841,697 107.2 　引当金 12,401,819 0.2 10,639,628 0.1 △ 1,762,191 85.8 

投資その他の資産 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　　内 賞与引当金 10,455,922 0.2 8,958,576 0.1 △ 1,497,346 85.7 

　リサイクル預託金 123,685 0.0 123,685 0.0 0 100.0 　　内 その他引当金 1,945,897 0.0 1,681,052 0.0 △ 264,845 86.4 

流動資産 500,721,006 7.1 389,430,567 5.5 △ 111,290,439 77.8 　預り金 5,292,481 0.1 2,884,081 0.0 △ 2,408,400 54.5 

　現金預金 401,610,922 5.7 342,158,423 4.8 △ 59,452,499 85.2 　　内 預金残高 1,580,629 0.0 1,492,393 0.0 △ 88,236 94.4 

　未収金 80,137,371 1.1 28,889,159 0.4 △ 51,248,212 36.0 　　内 工事保証金 2,184,840 0.1 0 0.0 △ 2,184,840 皆減

　貸倒引当金 △ 9,730,976 △ 0.1 △ 11,378,964 △ 0.1 △ 1,647,988 116.9 　　内 下水道料金 1,527,012 0.0 1,391,688 0.0 △ 135,324 91.1 

　貯蔵品 28,703,689 0.4 29,761,949 0.4 1,058,260 103.7 繰延収益 1,170,918,019 16.5 1,193,346,945 16.8 22,428,926 101.9 

繰延資産 43,617,012 0.6 19,561,480 0.3 △ 24,055,532 44.8 　長期前受金　 1,779,806,125 25.1 1,842,456,696 25.9 62,650,571 103.5 

　退職給与金 43,617,012 0.6 19,561,480 0.3 △ 24,055,532 44.8 
　長期前受金収益化
　累計額

△ 608,888,106 △ 8.6 △ 649,109,751 △ 9.1 △ 40,221,645 106.6 

資本金　 1,262,663,546 17.8 1,262,663,546 17.8 0 100.0 

　自己資本金　 1,262,663,546 17.8 1,262,663,546 17.8 0 100.0 

剰余金　 1,252,871,090 17.7 1,309,690,964 18.5 56,819,874 104.5 

　資本剰余金 4,147,008 0.1 4,147,008 0.1 0 100.0 

　前年度未処理分利
　益剰余金

783,694,371 11.1 1,248,724,082 17.6 465,029,711 159.3 

　その他未処理分利益
　剰余金変動額 437,595,000 6.2 0 0.0 △ 437,595,000 皆減

  当年度純損益 27,434,711 0.3 56,819,874 0.8 29,385,163 207.1 

合　　　計 7,087,461,666 100.0 7,101,987,287 100.0 14,525,621 100.2 合　　　計 7,087,461,666 100.0 7,101,987,287 100.0 14,525,621 100.2 

科　　目
平成２７年度 平成２８年度

科　　目
平成２７年度 平成２８年度

－
２

５
－

水　道　事　業　比　較　貸　借　対　照　表　（平成２９年３月３１日現在）

(単位：円・％）

借　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　方



審査資料　３

比較

増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 27,434,711 56,819,874 29,385,163

減価償却費 246,415,171 252,166,963 5,751,792

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,058,330 1,647,988 △ 2,410,342

長期前受金戻入額 △ 40,321,954 △ 41,190,214 △ 868,260

受取利息及び受取配当金 △ 1,425,704 △ 154,626 1,271,078

支払利息 66,452,366 62,986,145 △ 3,466,221

未収金の増減額（△は増加） △ 2,130,760 51,248,212 53,378,972

未払金の増減額（△は減少） 3,114,225 20,105,181 16,990,956

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 293,150 △ 1,058,260 △ 765,110

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 5,254,228 △ 8,902,808 △ 3,648,580

賞与等引当金の増減額（△は減少） 471,994 △ 2,494,744 △ 2,966,738

資産減耗費 2,128,383 4,061,904 1,933,521

繰延資産の減少額 32,924,163 24,055,532 △ 8,868,631

その他の負債の増減額（△は減少） 573,849 △ 2,391,286 △ 2,965,135

小計 334,147,396 416,899,861 82,752,465

利息及び配当金の受取額 1,425,704 154,626 △ 1,271,078

利息の支払額 △ 66,452,366 △ 62,986,145 3,466,221

業務活動によるキャッシュ・フロー 269,120,734 354,068,342 84,947,608

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 408,236,017 △ 387,404,300 20,831,717

国庫補助金等による収入 33,484,261 53,593,140 20,108,879

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 374,751,756 △ 333,811,160 40,940,596

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 0 100,000,000 100,000,000

建設改良等企業債の償還による支出 △ 164,486,598 △ 179,709,681 △ 15,223,083

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 164,486,598 △ 79,709,681 84,776,917

資金増加額（又は減少額） △ 270,117,620 △ 59,452,499 210,665,121

資金期首残高 671,728,542 401,610,922 △ 270,117,620

資金期末残高 401,610,922 342,158,423 △ 59,452,499

平成２７年度 平成２８年度区　　　分

　　　（単位：円）

キャッシュ・フロー計算書

－２６－


